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団体職員の人材育成と財政基盤の強化
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団体職員の人材育成と財政基盤の強化
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人事評価シート
見直し

制度の充実 制度の充実

（過去の実績についての説明）

会費収入

財政援助出資団体に対する指導監督の基本方針（平成21年2
月改正）の具体的な取組の該当項目

4,650千円

過 去 の 実 績

（単位：　　回　　）
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・本会の基本理念でもある「みんなが主役ささえあいのまちづくりをめざして」の実現のためには、市民主体の活動が必要不可欠で
あり、その推進主体としての地域社協の活動支援を本会の重点業務と考えている。
・本会は組織規模が小さいため、独自研修の開催を行うことが困難なため、外部研修への参加を中心とした小地域福祉活動支援のた
めの知識やスキルの造成に努める。

財政援助出資団体に対する指導監督の基本方針（平成21年2
月改正）の具体的な取組の該当項目

地域社協の運営委員を対象とした研修は、住民参加のうえで検討し、実
施時にも主体的に役割を担っていただいたうえで、実施してきている。

市民社協職員4回
地域社協運営委員3回

（過去の実績についての説明）

地域社協の育成に関する研修回数

団体職員の人材育成と財政基盤の強化
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制度の充実職員勤務評定制度

団体名 社会福祉法人　武蔵野市民社会福祉協議会
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１.①会員増強月間（7月）に七夕の集いを開催し会員の増強ＰＲを行う。②地域社協の総会、運営委員会、各種事業、ＶＣＭが行う講座などで入会
の誘いを行う。③毎月発行の「市民社協だより」「ふれあい広報紙」やホームページを通じて会員勧誘を行う。
２.むさしのＦＭにおける時報CM放送（午後1時）を実施しＰＲを行う。
３．フェイスブックなどＳＮＳ活用による情報提供を検討する。
４．社協の会員制度に関しては、本会だけではなく、他の社協においても共通課題となっている。28年度は、担当職員を配置し、本会の会員制度
に関する検討・拡大策を検討する。
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・28年度も新規採用の職員がいるため、社協新任職員研修に参加させることで、小地域福祉活動支援の基礎を学ばせる。
・28年度より地域担当職員の配置を変更したため、小地域福祉活動の推進に必要な知識・スキルを身につけられるよう、外部研修である「地域福
祉コーディネーター実践編」へ担当職員を参加させる。
・市民（地域）とともにまちづくりを進めていくために、地域社協運営委員の研修は、実行委員会を組織して進めていく。

適宜、職員ごとにヒアリングを行い、事業実績、課題等を把握する。
ヒアリングの内容及び職員各自の「職員の業務量及び業務に関する意見・希望調査書」に基づき面接を実施する。面接に当たっては、健康状態
の把握と事業見直しに反映できるよう課題や改善点、業務負担等を確認する。
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（単位：　　　　　　）

平成20年度以降、毎年減少傾向にあり、23年度はＰＲ等による周知
ため微増となったが、24年度以降は微減となっている。

財政援助出資団体に対する指導監督の基本方針（平成21年2
月改正）の具体的な取組の該当項目

会費収入は、市民社協にとって重要な財源の一つである。財政基盤のより安定化を図り自主・自立を目指していくうえでも、自主財
源の増収を図る必要がある。
また有志が入会する現在の会員制度においては、「会員」＝「社協の理解者」ということになり、会員の増加は社協や地域福祉活動
の理解者の増加につながるため、会員の拡大も大きな目的である。
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平成28年度武蔵野市財政援助出資団体 経営目標様式９
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職制ごとに能力評価を行うことができた。

職員の執務について勤務成績の評定を拡充し、公正な人事を行い、職員の能率の発揮及び増進を図る。


